














脱炭素化社会に向けて各国政府や企業は、再生可能エネルギーへの転
換を早めており、市場の急拡大が予想されます。

将来、最も発電量が増加すると期待される風力発電分野では、欧米企業
を中心に技術革新が進んでいます。

再生可能エネルギー発電量の推移

飛躍的な成長を遂げる再生可能エネルギー分野

風力発電の
特長

太陽光発電
の特長

①クリーン・エネルギー生成

脱炭素発電の主役として期待される風力・太陽光発電
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1. 広大な設置場所

2. 夜間も稼働

3. エネルギー変換効率が良い

陸上・洋上問わず設置可能

風さえあれば夜間でも発電可能

高効率で電気エネルギーに変換可能

1. 用地を占有しない

2. 運転維持費が安い

3. 遠隔地や非常時の電源

屋根・壁などの未利用スペースに設置可能

太陽光パネルの耐久年数は20年超

送電設備のない遠隔地（山岳部・農地など）
や非常時の自立電源として活用可能

2020年
全発電量の約28％が
再生可能エネルギー
（7,468TWh/yr） 風力発電

太陽光発電

水力発電
その他の再生可能エネルギー
化石燃料等（参考）

2020年 2030年予想 2050年予想

2050年
全発電量の約91％を占める。
発電量は約11倍に増加
（82,148TWh/yr）



この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

※個別銘柄に言及していますが、例示を目的とするものであり、当ファンドにおいて当該銘柄に投資するとは限りません。また、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

ヴェスタス・ウィンド・システムズ（デンマーク）

（注）図表・写真はすべてイメージです。
（出所）IRENA、ヴェスタス・ウィンド・システムズ

風力発電メーカーで世界トップシェア
発電用風力タービンの設計、製造、建設、サービスまで一貫して手掛けて
います。

24時間体制のモニタリングと蓄積したビッグデータにより、
運転中のタービンの故障を予測するシステムを提供

 遠隔地での緊急修理に要する高いコスト
 発電中断による収益の低下同社の革新的な取り組み

スケールメリットと最新のテクノロジーを
駆使し、ビジネスの好循環を生み出す

1 世界各地に設置した5.5万基以上の
タービンをモニタリング

送られてくる気象データや地域データなど、
様々なビッグデータをスーパーコンピューター
で解析して活用
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新規導入を求める顧客に対して、費用対
効果の高い設置場所・発電設備を提案3

同社独自の故障事前予測システムにより、
設置後の保守・管理を一手に引き受ける4

万が一の時にも強みを発揮する同社のシステム

8

稼働データの
増加

（注）株価は2018年12⽉末〜2024年10⽉末（⽉次）、EPSは2019年12⽉期〜2026年
12⽉期。EPSの2024年12⽉期以降はBloomberg予想。 

（出所）Bloomberg

（デンマーククローネ）

株価とEPSの推移

（デンマーククローネ）

（年/⽉）

 電力会社にとって、風力発電所の突然の故障は大きな損失

EPS（予想）



ガソリン・ディーゼル車の新車販売禁止国

2025年 ノルウェー

2030年 デンマーク、オランダ、スウェーデン、ドイツ、アイルランド、
アイスランド

2035年 米国（一部の州）、中国、英国、日本（2030年代半ば）

2040年 フランス、スペイン

世界各国では、ガソリン・ディーゼル車の新車販売禁止となる期限が近づい
ており、EVやFCVへの移行が加速することが予想されます。

大きな動力を必要とする大型車両を中心に、水素燃料電池への需要は
強く、関連する企業への恩恵が期待されます。

世界各国におけるガソリン・ディーゼル車の新車販売禁止の動き

普及が加速するEV（電気自動車）・FCV（燃料電池自動車）

バス・トラックなどの大型車両では、水素燃料電池を利用したFCVへの移行が進む

FCV（燃料電池自動車）の特長

②交通・輸送の変革

ガソリン車と比較して、
約2倍のエネルギー効率ハイパワー

EVが最長約840kmに対して、
FCVは約650～850km航続可能距離

EVの急速充電で約30分に対して、
FCVは約3分燃料補充時間

※上記のデータは報道や発表時点のものであり、今後変更される場合があります。
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大型車両・船舶向け水素燃料電池は、
2030年までに市場規模が

47.2兆円へ拡大すると予想*2

※１米ドル=153.6円で換算。

EVの普及は中国、欧州が先行

国・地域別EV普及率＊1（2023年）

＊1 EV普及率は、2023年の新規乗用車登録台数に対するEV登録台数の割合。

 中国、欧州では政府の
規制やEVに対する優遇
政策を背景にいち早くEV
が普及しています。

国・地域 普及率（％）
世界 12.8
中国 21.5
欧州 14.0
米国 9.6
その他アジア・パシフィック 4.7
日本 2.3
その他 2.4
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トヨタ自動車（日本）

（注）株価は2019年3⽉末〜2024年10⽉末（⽉次）、EPSは2020年3⽉期〜
2027年3⽉期。EPSの2025年3⽉期以降はBloomberg予想。 

（出所）Bloomberg

株価とEPSの推移
（円） （円）

（年/⽉）
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※個別銘柄に言及していますが、例示を目的とするものであり、当ファンドにおいて当該銘柄に投資するとは限りません。また、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

2018年にドイツで水素燃料電池で動く世界初
の旅客電車「Coradia iLint」の運行を開始
（鉄道車両大手アルストム）

水素を燃料として飛ぶ旅客機「ZEROe
（ゼロイー）」を2035年までに実用化
（欧州航空機大手エアバス）

高出力燃料電池搭載船の実用化に向けた
実証事業を開始
（日本郵船、東芝エネルギーシステムズ、
川崎重工業、日本海事協会、ENEOS）

コラム：燃料電池を利用した輸送機器の開発は、さらに大きなスケールへ

同社の革新性

2022年7月、トヨタ自動車はいすゞ自動車
等と共同で量販FC小型トラックの開発およ
び、大型商用車向け水素エンジンの研究を
開始したことを発表。
2023年1月からは大手コンビニや運輸会社
等の協力のうえ東京都・福島県においてFC
トラックの社会実装を開始している。

＜電動車＞ ＜うちBEV＞

＊2 バラード・パワー・システムズによる予想 ＊3 「Battery Electric Vehicle」の略で電気のみを動力として走行する車両 ＊4 HEV・BEV・FCVの総称
（注）図表・写真はすべてイメージです。
（出所）Euromonitor International、バラード・パワー・システムズ、トヨタ自動車、各種資料

自動車販売台数世界一の業界のリーダー
世界初の量産HEV（ハイブリッド自動車）を開発し、長年CO₂排出量の低減に貢
献。今後もBEV*3を中心に、電動車*4の販売拡大が期待されます。

販売台数実績および会社目標

2023年 2030年

368万台

950万台

2023年 2030年

10万台
350万台

EPS（予想）



建設や運営にかかるエネルギーや水使用量の削減、施設の緑化など、建物全体
の環境性能が高まるよう最大限配慮して設計された建築物のことを指す。

太陽光パネル照明制御

エレベーター制御

外気冷房

緑化庭園
エネルギー管理

入退室管理

室内環境モニタリング

外断熱化

屋上緑化

空調制御

データセンター

CO2削減に大きく貢献すると期待される様々な産業技術

グリーンビルディング

③産業用エネルギー転換

産業ガスの液体燃料化・輸送技術

消費電力の少ない半導体・バッテリー

関連企業

 モノリシック・パワー・システムズ

 再生可能エネルギーへの移行過程において、
一旦、石油・石炭からCO2排出量の少ない
天然ガスへシフト。

 将来的に発電燃料として期待される水素ガ
スを輸送する技術の発展。

 チャート・インダストリーズ
 リンデ

関連企業

 消費電力の少ないTV・PC・データサーバー
などに必要な電力効率の高い半導体。

 EVや携帯用バッテリーの普及により、バッテ
リーの省エネ・小型化。
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大規模ビルでは、ビル内外のあらゆる箇所において、
脱炭素化・エネルギー利用の効率化が図られる。

関連企業

脱炭素化の動きは、発電所や工場、ビル等、産業のあらゆる分野に波及
しており、関連する技術・製品は多岐にわたります。

それらの中でも特にCO2削減に大きく貢献する産業技術に着目しています。



この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

 ファースト・クウォンタム・ミネラルズ

トップビルド（米国）
北米全域において住宅、商業・工業用建築物の断熱材・その他特殊建
築資材の設置・流通を手掛ける企業。
エネルギー効率を高めるため、自治体等がより厳しい建築基準を採用する
中、同社のビルディングサイエンス*に裏付けされた高い技術力・製品が注
目されています。

主な戦略事業と製品・サービス

再生可能エネルギー・EVなどに不可欠な銅

関連企業

 EVはガソリン車の約4倍、太陽光パネル
や風力発電は化石燃料発電の約5倍
の銅を使用。

 鉱石生産、処理施設の改良・拡大によ
り、銅の生産能力が増大。
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※個別銘柄に言及していますが、例示を目的とするものであり、当ファンドにおいて当該銘柄に投資するとは限りません。また、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

（注）図表・写真はすべてイメージです。
（出所）資源エネルギー庁、各種資料

再生可能エネルギーの活用や、産業の脱炭素化を進めても、発電やプラン
ト等からのCO2排出量を完全にゼロにすることはできません。
そこで、発電所やプラント等から排出されたCO2を回収し、地中深くに貯留
する「CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）」といわれ
る新しい技術が注目されています。この新技術は、2060年までのCO2削
減量の約14%を担うとの見方（IEA予想）もあります。
回収したCO2を化学品、バイオ燃料、コンクリート等に再利用する技術開発
も同時に進んでおり、将来、貯留したCO2を資源として利用する日が来る
かもしれません。

コラム：研究・実用化が進むCO2回収・利用の新技術

CO2回収・貯留（CCS）技術

 断熱素材の調達・設置  住宅設計
＊エネルギー効率の高い建築環境や、より良い室内環境および居住者の快適さと満足度を向上させるための科学
 的なアプローチ。
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EU
2030年までに温室効果ガスの排
出量を1990年比で少なくとも
55％削減し、2050年までに
カーボンニュートラルを達成。

インド
2070年までにカーボン
ニュートラルを達成。

2035年までに温室効果ガスの排
出量を1990年比で78%削減し、
2050年までに温室効果ガスの排
出量を実質ゼロ。

中国

2060年までにカーボン
ニュートラルを達成。

米国
2050年までに温室効果
ガスの排出量を実質ゼロ。

世界中の国・地域がカーボンニュートラルを目指す

日本
2050年までに温室効果
ガスの排出量を実質ゼロ。

（ご参考）カーボンニュートラルに向けた各国・地域の取組みや目標

英国
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※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
（出所）各種資料

目標年 国・地域

2035年 フィンランド

2040年 アイスランド

2045年 ドイツ、スウェーデン、デンマーク

2050年 フランス、ニュージーランド、ノルウェー、
南アフリカ、カナダ、その他多数の国々
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ファンドの特色

世界の取引所に上場している株式から、主として脱炭素化社会実現に向けた取り組みや
イノベーションに貢献する企業、あるいはその恩恵を受けることが期待される企業の株式に
投資を行います。
● 預託証書（DR)、上場投資信託証券にも投資を行う場合があります。
● 企業の成長見通し、財務健全性、バリュエーション等の分析・評価を行い、銘柄選択を行います。

実質組⼊外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。
● 基準価額は為替変動の影響を受けます。

1

2

3
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テクノロジー・イノベーションとクリーン・エネルギーに関連する企業の投資戦略に強みをもつ、
ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーが実質的な運用を行います。
● マザーファンドの運用にあたっては、ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーに運用の指図に関する権
限の一部を委託します。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドは、委託会社が定義する「ESG投信」に該当します。
委託会社は、「投資判断におけるサステナビリティ要素の考慮の手法」と「運用戦略におけるサステナビリティ要素の重要度」を基に、サステナブルプロダクトを認定し、このうち、「ポジティブスクリーニン
グ」、「ESGテーマ型」および「インパクト」に分類したファンドを「ESGプロダクト（ESG投信）」と定義しています。
ファンドの運用戦略は、特定のサステナビリティ課題・テーマを設定し、それらに貢献する企業等を投資対象としている「ESGテーマ型」に分類されると委託会社が認定しており、「ESG投信」に該当
します。
委託会社におけるESG投信の定義および該当ファンドは、ESG投信の規制動向、ESGに関する国内外の情勢、委託会社の認定基準の見直し等により、今後、変更となる場合があります。
委託会社のサステナブルプロダクト認定基準およびモニタリング状況については、以下をご覧ください。
＜サステナブルプロダクト認定基準＞
https://www.smd-am.co.jp/corporate/responsible_investment/esg/integration/table/
＜モニタリング状況＞
https://www.smd-am.co.jp/corporate/responsible_investment/esg/integration/table/pdf/esg_product_monitor.pdf
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ポートフォリオ概要（2024年10月末現在）
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業種別構成比率（％） 規模別構成比率

投資テーマ別構成比率

国・地域別構成比率

※投資テーマの名称はヴォヤ・インベストメント・マネジメントが独自に設定したものです。今後、変更される場合があります。
※上記は「イノベーティブ・カーボンニュートラル戦略マザーファンド」のポートフォリオ概要であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

（注1）業種はGICS（世界産業分類基準）による分類。
（注2）規模別構成比率はヴォヤ・インベストメント・マネジメントによる分類です。
（注3）業種別、規模別、投資テーマ別、国・地域別構成比率は、「イノベーティブ・カーボンニュートラル戦略マザーファンド」の純資産総額を100％として計算しています。業種別構成比率は、四捨五入の関係上合

計が100%にならない場合があります。
（出所）ヴォヤ・インベストメント・マネジメント

国・地域 構成比率
（％）

米国 75.9
日本 6.6
カナダ 2.8
中国 2.7
イタリア 2.6
台湾 2.0
ザンビア 1.2
その他 4.4

投資テーマ 構成比率
（％）

クリーン・エネルギー生成 43.0

産業用エネルギー転換 36.9

交通・輸送の変革 18.3

規模
（時価総額）

構成比率
（％）

超大型株式
(1,000億米ドル以上) 32.2

大型株式
(100億米ドル以上1,000億米ドル未満) 53.3

中型株式
(10億米ドル以上100億米ドル未満) 12.6

小型株式
(10億米ドル未満) 0.2
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銘柄名 組⼊比率 時価総額＊

（国・地域） （％） （兆円）

クアンタ・サービシーズ
（米国）

ベーカー・ヒューズ
（米国）

ブロードコム
（米国）

トヨタ自動車
（日本）

日立製作所
（日本）

プリスミアン
（イタリア）

ネクストラッカー
（米国）

リンデ
（米国）

モノリシック・パワー・システムズ
（米国）

ＧＥベルノバ
（米国）

6.8

産業用エネルギー転換 エネルギー 3.3
世界の石油・ガス業界向けにエネルギー関連技術やサービスを提供。同社は、ターボ機械とプ
ロセス・ソリューション・セグメントを通じて炭素回収や水素のメガプロジェクト向けにも重要な機器
を提供している。

5.7

投資テーマ 業種 企業概要等

産業用エネルギー転換 資本財・サービス 4.3
電力やコミュニケーション・サービスのエンド市場向けにインフラ・ソリューションを提供する特殊工
事請負会社。電気自動車や再生可能エネルギー導入の増加に伴い電力インフラのアップグ
レード需要も増えていることから、同社はその恩恵を受けるとみている。

産業用エネルギー転換 情報技術 2.9
幅広い市場向けに半導体を設計する大手ファブレス企業。コンピューティングおよびネットワーキ
ング向けにエネルギー効率に優れたシリコン・ソリューションを幅広く提供し、顧客の炭素排出量
の管理やエネルギー効率の最適化を支援している。

120.7

交通・輸送の変革
一般消費財・
サービス 2.8

ハイブリッド車、プラグイン・ハイブリッド車、バッテリー電気自動車、燃料電池自動車の製造に注
力している。2050年までに自動車のライフサイクル全体でのカーボンニュートラルを目指している
ことや、製品の脱炭素化を実現する体制を整えていることを評価している。

42.4

クリーン・エネルギー生成 資本財・サービス 2.7
官公庁や企業向けにITサービスやDXソリューション、エネルギー・ソリューション、鉄道システム、
昇降機やビルサービス、家電、空調システムなど、幅広い製品やサービスを提供。グリーン・エネ
ルギー＆モビリティ分野に注力し、持続可能な社会の実現に貢献していると考えている。

18.2

クリーン・エネルギー生成 資本財・サービス 2.6
海底送電ケーブルや光ファイバーなど、エネルギーや通信分野で使用されるケーブルの開発、敷
設を行う。また、同社のスマート・グリッドやエネルギー貯蔵に関するイノベーションが再生可能エ
ネルギー・システムの効率と信頼性の向上に貢献していると考えている。

3.2

クリーン・エネルギー生成 資本財・サービス 2.6
ソーラートラッカー（ソーラーパネルに常に効率よく光が当たるよう傾き・角度を調整する装置）
を製造。機械学習を活用してパネルの位置を最適化するソフトウェア・ソリューションも提供して
いることを評価している。

0.9

産業用エネルギー転換 素材 2.6
産業用ガスの生産と販売を行う。エンジニアリング部門では、空気分離やその他の産業用
ガス用途の装置の設計・製造に注力している。水素の生成だけでなく貯蔵や輸送も提供してお
り、同社の技術が水素経済の実現に向けて重要な役割を果たしていくと考えている。

33.1

産業用エネルギー転換 情報技術 2.4
様々な産業用途の電源管理ソリューションのマイクロチップを製造。データセンター、通信イ
ンフラ、自動車、再生可能エネルギー分野に電力効率化ソリューションを提供し、顧客の
二酸化炭素排出量の削減を支援している。

5.6

クリーン・エネルギー生成 資本財・サービス 2.3
ガスタービン、原子炉、水力タービン、風力タービンなどの発電設備の他、送電、変電、蓄電、
エネルギー管理などのための製品、サービスを提供。世界中に多くのガスタービンや風力タービン
を有しており、エネルギー転換や脱炭素化において重要な役割を果たしていくとみている。

12.7

（注1）業種はGICS（世界産業分類基準）による分類。
（注2）組入比率は「イノベーティブ・カーボンニュートラル戦略マザーファンド」の純資産総額を100％として計算しています。
（出所）ヴォヤ・インベストメント・マネジメント、Bloomberg

組⼊上位10銘柄

16

＊ 2024年10⽉末時点で円換算。

※投資テーマの名称はヴォヤ・インベストメント・マネジメントが独自に設定したものです。今後、変更される場合があります。
※上記は2024年10⽉末現在の「イノベーティブ・カーボンニュートラル戦略マザーファンド」の組入上位銘柄であり、今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また当該銘柄を推奨するものではなく、将来の運用成果
等を示唆あるいは保証するものでもありません。

（組入銘柄数：71）
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投資対象銘柄のご紹介

※投資対象銘柄の例示を目的とするものであり、当ファンドにおいて上記の銘柄に投資するとは限りません。また、個別銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

（注1）左グラフの株価は2018年12⽉末〜2024年10⽉末（⽉次）、EPSは2019年12⽉期〜2026年12⽉期、右グラフの株価は2018年10⽉末〜2024年10⽉末、EPSは2019年10⽉期〜2026年10⽉期。EPSの
左グラフの2024年12⽉期以降、右グラフの2024年10⽉期以降はBloomberg予想。

（注2）図表・写真はすべてイメージです。
（出所）Bloomberg、ヴォヤ・インベストメント・マネジメント

（米ドル） （米ドル）

（年/⽉）

炭化水素ガス（天然ガスを構成する成分）や
工業用ガスの生産、貯蔵、使用のための機器を
製造し、真空断熱格納容器、熱交換器、極低
温機器などを提供しています。

チャート・インダストリーズ（米国）
産業用エネルギー転換

産業用プロセス制御、再生可能エネルギー、電
気自動車分野などで使用されているアナログ、デ
ジタル集積回路を製造、供給しています。

アナログ・デバイセズ（米国）

（米ドル） （米ドル）

（年/⽉）

交通・輸送の変革

株価とEPSの推移 株価とEPSの推移

様々な気体を極低温で安全に液化し、貯蔵・輸送できる精密設計のコンポー
ネントとシステムに強みがあり、これらの分野で競合が少ない、リーダー的存在で
ある点を評価しています。

 この技術は今後大きな拡大が見込める水素分野で応用が可能であり、高い収
益成長機会を見込んでいます。

 CO₂排出削減トレンドのなか、石油・石炭から天然ガスにシフトする流れが進ん
でおり、コアであるLNG関連事業の安定した成長も見込んでいます。

同社のEV向けバッテリーシステムは、バッテリーの状態と健全性を精緻にモニタリ
ングすることにより、EVの走行可能距離を大きく伸ばすとともに、バッテリーの寿
命の大幅な改善や低コスト化にも貢献しています。

高性能のバッテリー管理システムはEVメーカーにとって非常に重要な要素であり、
同社システムへの需要が高まっています。

 EV市場の長期的な拡大に伴う成長に加え、様々な産業向けの電源管理ソ
リューションなど幅広い分野でエネルギーの効率化に貢献しており、堅調な収益
成長を見込んでいます。

EPS（予想）

EPS（予想）
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基準価額および純資産総額の推移

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
※ファンド購入時には、購入時手数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費用・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは25ページおよび投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

純資産総額

約933億円

2021年3月30日（設定日）～2024年10月31日

（注）基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後。2024年10⽉31日現在で分配を行っておりません。

基準価額

14,615円

（円） （億円）

（2024年10⽉31日）

（年/⽉）

18
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（注）2024年9⽉末現在、運用資産残高は1米ドル=143.04円で円換算。
（出所）ヴォヤ・インベストメント・マネジメント

マザーファンドの実質的な運用を行う運用会社について

19

 米国およびロンドンに8拠点を展開しています。拠点

 約1,080名（うち運用プロフェッショナル：約310名）従業員数

 約49兆円（約3,392億米ドル）運用資産残高

 ヴォヤ・インベストメント・マネジメントは、米国の⾦融グループであるヴォヤ・フィナンシャル傘下の資産運用部門で、
50年以上の運用実績を持っています。

 機関投資家、保険会社、確定拠出年⾦、リテールのお客様などに対し、株式・債券の他、マルチアセット、オルタ
ナティブ、プライベート・デットなど多様な商品を提供しています。

 2017年に国連責任投資原則（PRI）に署名しています。

ヴォヤ・インベストメント・マネジメントの概要
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運用プロセスおよびファンドのしくみ

投資

損益

投資者
（受益者）

イノベーティブ・カーボン
ニュートラル戦略ファンド

申込⾦

分配⾦
解約⾦
償還⾦

投資

損益

イノベーティブ・
カーボン

ニュートラル戦略
マザーファンド

世界の株式等

ファンド マザーファンド 投資対象資産

ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーに、
マザーファンドの運用指図に関する権限の一部を委託します。

 ファミリーファンド方式を採用し、マザーファンドの組入れを通じて、実際の運用を行います。

ファンドのしくみ

※ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーは、投資対象となる企業がカーボンニュートラルであること等をモニタリングすることを約束するものではありません。
※上記の運用プロセスは2024年10⽉末現在のものであり、今後変更される場合があります。
（出所）ヴォヤ・インベストメント・マネジメント

運用プロセス

ポートフォリオ構築
（40～100銘柄程度）

投資アイデアの創出
（2,000銘柄以上）

投資対象銘柄の選定
（200銘柄程度）

 マザーファンドの実質的な運用は、ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーが行います。
 主に、外部評価機関が算出する以下３つの炭素排出関連データを活用し、炭素排出指標が良好でESGスコアを改善
している企業を定量的にスクリーニングすることで、企業の適性・クオリティを計測
①企業ごとの炭素排出量データ
②低炭素移行への取組レベルを10段階で測定する低炭素移行スコア
③財務要因に関連のある長期的なESGリスクに対する企業の耐性を測定することを目的とした10段階のESGスコア

 脱炭素化社会実現に向けた取組みやイノベーションに貢献する企業、あるいはその恩恵を受けることが期待される企業
を抽出

 投資アイデアとして抽出された企業から、ファンダメンタル分析により企業の成長見通し、財務健全性、バリュエーション等の
分析・評価を行い銘柄を選定

 各企業のESGリスク*に関する分析を行い、企業ごとに特定・評価することで、より高いリターン/リスクを追求
＊ESGリスクとは環境、社会、企業のガバナンス構造面に起因する企業のビジネス・モデル、戦略、業績に対する重大な
リスクを指します。

 投資魅力度の高い銘柄をボトムアップで選定
 銘柄ごとのリスク/リターン特性を加味したうえで、ポートフォリオ全体の分散効果や流動性リスク等を考慮し投資ウェイトを決定
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Voya IMの「Proxy Voting Procedures and Guidelines」は、投資家が関心を持つ様々な問題に対するVoya IMの考え方を要約し、株主価
値を最大化しリスクを低減するために、これらの問題に対してVoya IMがどのように投資先企業への議決権を行使するかを示す一般的な指標となります。
 AOチーム：受託者の義務に基づき議案を検討し、その都度、議決権を行使
 運用チーム：ポートフォリオで投資する企業の議決権行使に関してAOチームに助言
このような対話により、AOチームと運用チームは、ポートフォリオ内の企業の潜在的なESGリスクについて協働して十分に考慮しています。Voya IMの議
決権投資方針を策定する責任を負うProxy Committeeの投票メンバーは、ファンダメンタルズ・リサーチの共同責任者、クオンツ株式リサーチの責任
者、ESGリサーチの責任者、AOチームの責任者です。

議決権行使

※スチュワードシップ方針は、今後変更される場合があります。
（出所）ヴォヤ・インベストメント・マネジメント

 ヴォヤ・インベストメント・マネジメント（以下、Voya IM）のスチュワードシップ・プログラムは、「Proxy Voting Procedures and Guidelines」および
「Engagement Policy」の2つのポリシーで構成されています。これらのポリシーの目的は、議決権行使とエンゲージメント活動を通じてESGのベスト・プラク
ティスを推進することにより、Voya IMが投資する企業の長期的なサステナビリティを向上させることです。スチュワードシップ・プログラムはアクティブ・オーナー
シップ（AO）チームが主導しています。

ヴォヤ・インベストメント・マネジメントのスチュワードシップ方針

さらに、Voya IMは、投資先企業のビジネスを理解し、ベスト・プラクティスと長期的なサステナビリティを推進するために、企業のシニア・マネジメントや取
締役会のメンバーとの継続的な対話が不可欠であると考えています。ESGに焦点を当てたエンゲージメントは、AOチームが、ときには運用チームのメン
バーも共に主導します。エンゲージメント活動の一環として、Voya IMは、幅広いESGに関する課題に取り組んでいます。企業やセクターによって、ESG
に関する重要な考慮事項は異なることを理解し、様々なESGデータを活用して、重要度やエンゲージメントの対象となるESG課題を決定しています。

投資先企業へのエンゲージメント

AOチームは、エンゲージメントとそのフィードバックをモニターし、以下を行います。
 企業のESGの推進を評価
 企業がVoya IMのフィードバックの事項に関して行った修正対応を評価
 フィードバックをフォローアップするために必要なミーティングの回数を決定
AOチームのエンゲージメントの内容はVoya IMのリサーチ・アナリストやポートフォリオ・マネージャーに共有されます。
AOチームは、企業の行動や不作為が投資する有価証券の価値に悪影響を及ぼす可能性があると判断した場合、該当するリサーチ・アナリストやポート
フォリオ・マネージャーに問題を提起します。

モニタリング

21
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ファンドのリスク
および留意点

22

【基準価額の変動要因】
 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元本を割り込むことがあります。

 運用の結果として信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
 投資信託は預貯⾦と異なります。また、一定の投資成果を保証するものではありません。
 当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。
価格変動リスク
●株式市場リスク…株価の下落は、基準価額の下落要因です
内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、個々の株式の価格はその発行企業の事業活動や
財務状況等によって変動し、株価が下落した場合はファンドの基準価額が下落する要因となります。

信用リスク…債務不履行の発生等は、基準価額の下落要因です
ファンドが投資している有価証券や⾦融商品において債務不履行が発生あるいは懸念される場合、またはその発行体が経営不安や倒産等に陥った場合には、当該有価証券や⾦融商品の価格が下
がったり、投資資⾦を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

為替変動リスク…円高は基準価額の下落要因です
外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨が対円で下落する（円高となる）場合、円
ベースでの評価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

カントリーリスク…投資国の政治・経済等の不安定化は、基準価額の下落要因です
海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投資した資⾦の回収が困難になることや、その影響により投資する有価証券等の価
格が大きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。

流動性リスク…市場規模の縮小・取引量の低下により、不利な条件での取引を余儀なくされることは、基準価額の下落要因です
有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等に、十分な数量の売買ができなかったり、通
常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

【その他の留意点】
ファンド固有の留意点
●ESGテーマ投資に関する留意点
 ファンドは、特定のESGテーマに絞った銘柄選定を行いますので、市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なることがあります。また、市場環境、⾦利および経済・法制度・⾦融面の諸情
勢が、特定のESGテーマに対して著しい影響を及ぼすことがあります。当該ESGテーマに属する銘柄は、これらの情勢等に対して同様の反応を示すことがあります。

 ESG投資は、銘柄選定プロセス等において、ESG評価提供機関等が提供する各種データを利用する場合があります。当該データは、有価証券の発行体による情報開示に依存していることが多く、
データの即時性、完全性、比較可能性は保証されていません。また、提供機関ごとにデータ収集方法・評価方法等が異なるため、同一発行体に対するESG評価が大きく異なる場合があります。

投資信託に関する留意点
 当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用するため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドに追加設定・一部解約により資⾦の流出入が生じた場合、その結果として、当
該マザーファンドにおいても組入有価証券の売買等が生じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあります。

 ファンドのお申込みに関しては、クーリング・オフ制度の適用はありません。
 ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資⾦を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から
期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換⾦申込みの受付けが中止となる可能性、既に受け付けた換
⾦申込みが取り消しとなる可能性、換⾦代⾦のお支払いが遅延する可能性等があります。
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分配方針および分配金に
関する留意事項

分配方針
 年1回（原則として毎年4⽉7日。休業日の場合は翌営業日）決算を行い、分配⾦額を決定します。
 分配対象額は、経費控除後の利子、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配⾦額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。
※委託会社の判断により分配を行わない場合もあるため、将来の分配⾦の支払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

分配金に関する留意事項
 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配⾦が支払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がります。
 分配⾦は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は
前期決算日と比べて下落することになります。また、分配⾦の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

 投資者のファンドの購入価額によっては、分配⾦の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配⾦額より
基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

ファンドは複利効果による信託財産の成長を優先するため、分配を極力抑制します。（基準価額水準、市況動向等によっては変更する場合があります。）

23
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（詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。）
お申込みメモ
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購 入 ・ 換 ⾦ の
申 込 受 付 日 原則として、申込不可日を除きいつでも購入・換⾦のお申込みができます。

購 入 単 位 お申込みの販売会社にお問い合わせください。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換 ⾦ 価 額 換⾦申込受付日の翌営業日の基準価額

換 ⾦ 代 ⾦ 原則として、換⾦申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

申 込 不 可 日 以下のいずれかに当たる場合には、購入・換⾦のお申込みを受け付けません。
●ニューヨークの取引所の休業日 ●ニューヨークの銀行の休業日

決 算 お よ び 分 配 年1回（毎年4⽉7日。休業日の場合は翌営業日）決算を行い、分配方針に基づき分配⾦額を決定します。
※なお、委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。

信 託 期 間 無期限（2021年3⽉30日設定）

繰 上 償 還

以下の場合には、繰上償還をすることがあります。
繰上償還をすることが受益者のため有利であると認めるとき
残存口数が30億口を下回ることとなったとき
 その他やむを得ない事情が発生したとき

課 税 関 係

●課税上は株式投資信託として取り扱われます。
●公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に限りNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
●当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、
販売会社にお問い合わせください。

●配当控除および益⾦不算入制度の適用はありません。
※上記は、作成基準日現在の情報をもとに記載しています。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。
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ファンドの費用等
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■ ファンドの費用
①投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料 購入価額に3.3％（税抜き3.0％）を上限として、販売会社毎に定める手数料率を乗じた額。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

委 託 会 社 三井住友DSアセットマネジメント株式会社（ファンドの運用の指図等を行います。）
受 託 会 社 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（ファンドの財産の保管および管理等を行います。）
販 売 会 社 委託会社にお問い合わせください。（ファンドの募集・販売の取扱い等を行います。）

投 資 顧 問 会 社 ヴォヤ・インベストメント・マネジメント・カンパニー・エルエルシー
（マザーファンドの運用指図に関する権限の一部委託を受け、信託財産の運用を行います。）

②投資者が信託財産で間接的に負担する費用

■委託会社、その他の関係法人

運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ） ファンドの純資産総額に年1.925％（税抜き1.75％）の率を乗じた額

そ の 他 の 費 用 ・
手 数 料

以下のその他の費用・手数料について信託財産からご負担いただきます。
●監査法人等に支払われるファンドの監査費用 ●有価証券の売買時に発生する売買委託手数料
●資産を外国で保管する場合の費用 等
※上記の費用等については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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販売会社名 登録番号 日本証券業協会
一般社団法人
第二種⾦融

商品取引業協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
⾦融先物取引業

協会
備考

あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第67号 ○ ○ ○
ａｕカブコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第61号 〇 〇 〇 〇
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第44号 ○ ○ ○
ぐんぎん証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第2938号 ○
中銀証券株式会社 ⾦融商品取引業者 中国財務局長（⾦商）第6号 ○
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
むさし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第105号 ○ ○
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局長（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社足利銀行 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第43号 ○ ○
株式会社イオン銀行（仲介） 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第633号 ○ ※1
株式会社京葉銀行 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第56号 ○
株式会社十六銀行 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第7号 ○ ○
株式会社中国銀行 登録⾦融機関 中国財務局長（登⾦）第2号 ○ ○
株式会社東京スター銀行 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第579号 ○ ○
株式会社東和銀行 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第60号 ○
株式会社徳島大正銀行 登録⾦融機関 四国財務局長（登⾦）第10号 ○
株式会社鳥取銀行 登録⾦融機関 中国財務局長（登⾦）第3号 ○
株式会社名古屋銀行 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第19号 ○
株式会社百十四銀行 登録⾦融機関 四国財務局長（登⾦）第5号 ○ ○
株式会社北陸銀行 登録⾦融機関 北陸財務局長（登⾦）第3号 ○ ○ ※2
株式会社北海道銀行 登録⾦融機関 北海道財務局長（登⾦）第1号 ○ ○ ※2
※1：委託⾦融商品取引業者 マネックス証券株式会社
※2：ネット専用です。

販売会社一覧
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販売会社一覧

販売会社名 登録番号 日本証券業協会
一般社団法人
第二種⾦融

商品取引業協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
⾦融先物取引業

協会
備考

アルプス中央信用⾦庫 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第251号
大垣西濃信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第29号
北伊勢上野信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第34号
京都中央信用⾦庫 登録⾦融機関 近畿財務局長（登⾦）第53号 ○
京都北都信用⾦庫 登録⾦融機関 近畿財務局長（登⾦）第54号
呉信用⾦庫 登録⾦融機関 中国財務局長（登⾦）第25号
佐賀信用⾦庫 登録⾦融機関 福岡財務支局長（登⾦）第25号
白河信用⾦庫 登録⾦融機関 東北財務局長（登⾦）第36号
静清信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第43号 ○
高松信用⾦庫 登録⾦融機関 四国財務局長（登⾦）第20号
但馬信用⾦庫 登録⾦融機関 近畿財務局長（登⾦）第67号
多摩信用⾦庫 登録⾦融機関 関東財務局長（登⾦）第169号 ○
東濃信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第53号 ○
豊田信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第55号 ○
浜松磐田信用⾦庫 登録⾦融機関 東海財務局長（登⾦）第61号
兵庫信用⾦庫 登録⾦融機関 近畿財務局長（登⾦）第81号 ○
福岡ひびき信用⾦庫 登録⾦融機関 福岡財務支局長（登⾦）第24号 ○
福島信用⾦庫 登録⾦融機関 東北財務局長（登⾦）第50号
大和信用⾦庫 登録⾦融機関 近畿財務局長（登⾦）第88号 ○
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重要な注意事項

作成基準日：2024年10⽉末

 当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売用資料であり、⾦融商品取引法に基づく開示書類ではありません。

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が高いと判断した情報等に
基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。

 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがっ
て元本や利回りが保証されているものではありません。

 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関でご購入の場合、投資者保護基
⾦の支払対象とはなりません。

 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面等の内容をご確認の上、ご自身で
ご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付目論見書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付目論見書）が優先します。投資信託
説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等は販売会社にご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社 ご不明な点は下記にお問い合わせください。
＜コールセンター＞0120-88-2976 受付時間：午前9時〜午後5時（⼟、日、祝・休日を除く）
＜ホームページ＞https://www.smd-am.co.jp


